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４ 論文の概要 
昨今，科学性を装う疑似科学的言説が影響力を増している。疑似科学（pseudoscience）とは，
科学的な外観を備えているにもかかわらず実際には科学としての要件を満たしていないために誤
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った結論に至った研究や，それにもとづく主張である。一般消費者の健康や老いへの不安につけ
込み，科学的に効果があることが明らかでないにもかかわらず，効果が明らかであるという印象
を形成して商品を売り付ける問題商法である。疑似科学的商法・言説に対して社会的な支援が十
分でなく，結果として消費者個人にその真偽の判断や行動が委ねられてしまっている。 
しかし，消費者が疑似科学を判別することは簡単ではない。疑似科学を判別するには科学と疑
似科学の境界線について検討する必要があり，この問題は「境界設定問題」と呼ばれ科学哲学の
分野では難問とされてきた。長年の議論を通して，科学と疑似科学の間に厳密な境界線を引くこ
とは不可能であるとの結論に落ち着いている。 
一方，境界設定に関する議論を通して，「疑似科学を特徴づけるもの」についての示唆は多数あ
り，そうした複数の基準を総合的に検討すれば疑似科学の判定はある程度可能であると考えられ
ている。中でも重要な試みとして，石川・菊池（2013-2015）による「科学性評定の 10条件」が
挙げられる。科学性評定の 10条件は過去の科学哲学・科学社会学の成果に基づき，多面的に科学
を評価する枠組みである。 
筆者らは，10条件を媒介とした「疑似科学とされるものの科学性評定サイト」により消費者の
疑似科学判別の増進を目的としたコミュニケーション実践を行っており，一定の成果を挙げてい
る。評定サイトには「グルコサミン」「水素水」「マイナスイオン」「ワクチン有害説」など合計
37項目の科学性の評定を掲載しており，本格稼働後 4年半で 180万ユーザー，400万ページビュ
ー，閲覧者による 1500件以上のコメントを獲得している。評定サイトの特徴は，閲覧者からのコ
メントによって評定内容が改訂されることにある。評定の個別具体例に対して一般市民からの情
報提供などを通して議論を行い，たとえば弁証法的に疑似科学性の疑われる言説に対する理解増
進を図る意図である。実際これまでも，コメント内容に基づき評定内容の改訂が行われており，
そうした試みによって疑似科学に対する疑問が解消されたケースも多々ある。 
一方，サイトの主旨や評定内容に対する疑義や批判も少なからずある。10条件をほとんど満た
さず，科学的に誤っているとみられる説に対しても少なからず信奉者や利益享受者がおり，反論
コメントが寄せられてくる。反論に対する再反論を試みても必ずしも十分な相互理解・合意形成
に至らない場合も多い。そして，相互理解や合意形成に至ることができない具体的な理由をこれ
までのコメントデータに基づき分析すると，①「権威の意見」や自身の体験の重視といった科学
的データの信用度判定への誤解や ②特定分野・対象に対する印象やイメージの先行が中心的な課
題として抽出できる。消費者の疑似科学に対する適切な判別が増進され，課題解決のための教材
開発の方向性を定める必要がある。 
そこで本研究では，疑似科学的言説に対する消費者向け教材開発のガイドラインを作成・提案
することを目的とする。具体的には，評定サイトのコメント分析によって抽出した誤解の類型で
ある，①「権威の意見」や自身の体験の重視といった科学的データの信用度判定，②特定分野・
対象に対する印象やイメージの先行，を中心的な課題として，その解消が行える教材開発の方向
性を含んだガイドラインを提案する。 
本論文では第 1章において，疑似科学的言説に対して消費者が置かれている現状を述べ，そう
した現状を打破するための科学性評定の 4観点 10条件を媒介としたコミュニケーション実践につ
いて紹介した。筆者らが運営している「疑似科学とされるものの科学性評定サイト」に対するコ
メントデータに基づきその中で生じている課題を抽出し，疑似科学に対する消費者向け教育の必
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要性，および具体的な課題解決のための方策として教材研究が重要であることを指摘した。そし
て，こうした背景に基づく研究目的を明示した。 
第 2章では，エビデンスレベルに基づく研究デザインの信用度判定の枠組み，および科学的デ
ータに関わるバイアスの理解増進の重要性について検討し，教材開発のガイドラインへの有効性
を議論した。エビデンスレベルの概念にはどのようなデータが科学的に信用できるとみなされて
いるか，といった考え方の枠組みが内包されており，逆にデータ収集に関する諸バイアスの影響
が排除しきれていない研究デザインの問題点も指摘することができる。この考え方の枠組みをガ
イドラインに織り込むことで，疑似科学性を消費者が判断する際の科学的データの判断や解釈に
役立てることができると考えられる。ただしその際にも，単にエビデンスレベルの表面的なラン
ク付けを覚えるのではなく，背景にある考え方までも含めた教育が必要である。たとえばメタ分
析であっても，調査データベースや言語，統合対象の研究デザインによって結果が大きく異なる
ことがある。また，非常に限定的ではあるが，「出版バイアス」および「標本の偏り」についての
動画教材を対象に視聴させることによって，10条件の理解増進が図られるという示唆を得た。 
第 3章では，人間の直感や理性，先入観といった認知的特性が科学の社会的側面を議論し，理
解していく上での問題要因の一つとなっていることを実証的な知見も踏まえて指摘した。二重過
程理論の援用によって，日本における遺伝子組換え作物に関する論争の問題要因として，人間の
認知的特性による影響が分析できた。システム 1によって直感に頼った議論に陥りやすいため，
文明社会に特有の課題に対してはシステム 2の判断を優先させるといった使い分けが望ましい。
その前提として少なくとも，人間の認知的特性としてこのような性質があることを認識できるこ
とが重要である。 
加えて，このような認知的特性が実際の学習にも影響を及ぼすことがあることを，遺伝子組換
えと類似する技術であるゲノム編集の教材を用いて実証的に検討した。遺伝子組換えに対して抱
いている負の印象がゲノム編集にも転嫁されうることを試験的な教材を作成して実証した。遺伝
子組換えに対する否定的な先入観がゲノム編集に対して学習者が見積もる主観的なリスク／ベネ
フィット評価にも影響を及ぼしており，そうした先入観を無効化することで教材利用による学習
効果が見込まれた。 
第 4章では研究成果に基づく教材開発ガイドラインを作成した。第 2章および第 3章の成果に
基づき，「科学的データの信用度判定の枠組みを学ぶ教材であること」「人間の認知的特性に基づ
いた対応教材であること」を観点とするガイドラインの具体的な項目を抽出した。 
また，関連領域における既存ガイドラインと本研究成果との接続を試みた。疑似科学問題の関
連領域としてリスク・コミュニケーション，科学リテラシー，消費者教育，STEM教育等の既存ガ
イドラインを参照し，本研究と接続可能な要素を抽出したうえで，それと本研究の成果を組み合
わせ，本研究の全体成果としての教材開発のガイドラインを作成した。最後に，作成したガイド
ラインに基づき「牛乳有害説」を事例とした教材開発を行った。今後，開発した教材の効果検証
を行っていく予定である。 
第 5章では，各章のまとめおよび本研究に残された課題と今後の展望について述べた。課題と
しては，本研究では疑似科学に対する消費者向け教育の具体的設計論の指針として教材開発に関
するガイドラインを提案したが，このガイドラインによって現実的にどこまで訴求力のある教育
が実施できるかは今後の研究の蓄積を待つことになる。本ガイドラインを活かすためには，さま
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ざまな教材を開発し，実験による教材効果実証や教育実践を通してより多くの知見を収集してい
く必要がある。そのうえで，必要があればガイドラインの改訂やそれに向けた研究課題を新たに
講じていかなければならない。 
なお，本研究の中心的な対象は消費者教育におけるライフステージでは「成人期」に相当する。
本研究が扱っていない消費者教育の体系的なイメージマップにおける幼児期から高校生期を対象
とする教育方策も今後講じていく必要がある。たとえば，第 2章で実証したデータ収集に関する
バイアスの教材においても，現行のままでは小学生や中学生に適用するのは難しく，より簡易的
な形式で，かつ訴求力のある教材を開発していくことは課題といえる。しかし，以上のような課
題は残されているとはいえ，本研究によって，消費者向け科学リテラシー教育の具体的設計論の
確立に向けて，一定の方向性を示している。 
                       
５ 論文の特質 
 本論文は，著者が博士前期課程入学時から取り組んできた「科学性評定サイト」の活動を通し
て積み上げてきた実績にもとづいた研究を基盤としており，きわめて実践的かつ実用的な意義を
もつ成果を内包している。 
 その成果を得るために著者は，最大のエビデンスレベルをもつメタ分析に精通し，最新のクラ
ウドソーシングを用いて比較対照試験を実施する技術を確立した。それにより，学校教育に頼れ
ない市民相手の消費者教育に対して，実証的な教材開発が可能な方法が提案できている。 
 論文としては，ガイドラインの提案としてまとめており，一部の議論には将来的な課題が残さ
れてはいるものの，研究のすそ野の広がりや社会的インパクトは大なるものがある。その点で，
新規の研究分野を開拓する優れた研究成果として位置付けられる論文である。 
 
６ 論文の評価 
 本論文は，科学性に対する批判的思考を養成する教育方法を模索中の消費者行政分野に対して，
科学哲学的な議論に裏打ちされた教材開発のガイドラインを提供するものであり， きわめて先進
的な内容をもっている。また，自然科学・社会科学・人文科学を広く横断するテーマに取り組ん
で成果をあげており，学際領域の探究を掲げる情報コミュニケーション研究科の趣旨からも，高
く評価できる水準にある。 
 なお，本論文を構成する各章の内容は，科学教育学会，消費者教育学会，情報コミュニケーシ
ョン学会等の学術団体で発表しており，２件の学会賞を受賞しているうえ，４件の査読付き論文
として学会誌に掲載されていることを付記する。 
 
７ 論文の判定 
本学位請求論文は，情報コミュニケーション研究科において必要な研究指導を受けたうえ提出
されたものであり，本学学位規程の手続きに従い，審査委員全員による所定の審査及び最終試験
に合格したので，博士（情報コミュニケーション学）の学位を授与するに値するものと判定する。 
以 上 
